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伊豆市建設計画 新旧対照表 

頁 変更後 現行 

２ 第１章 序論 第１章 序論 

 １ （略） １ （略） 

 ２ 計画策定の方針 ２ 計画策定の方針 

 （１）～（２） （略） （１）～（２） （略） 

 （３）計画の期間 （３）計画の期間 

 この計画は、長期的な視野に立った建設計画であり、平成16年度か 

ら令和６年度までの21カ年の計画とする。（略） 

この計画は、長期的な視野に立った建設計画であり、平成16年度か 

ら平成31年度までの16カ年の計画とする。（略） 

   

３ 第２章 （略） 第２章 （略） 

   

６    第３章 主要指標の見通し 第３章 主要指標の見通し 

  １ 人口  1 人口 

  （１）総人口  （１）総人口 

   新市の人口は、平成7年から27年の人口移動をもとに推計すると、少 

子高齢化の影響や若年層の転出等により人口は今後も減少することが 

予想される。 

  しかし、合併後の社会基盤整備や新産業育成などの施策により人口 

減少傾向を緩やかなものとし、令和7年における総人口は27,764人 

と見込む。 

  新市の人口は、平成7年から22年の人口移動をもとに推計すると、少 

子高齢化の影響や若年層の転出等により人口は今後も減少することが 

予想される。 

  しかし、合併後の社会基盤整備や新産業育成などの施策により人口 

減少傾向を緩やかなものとし、平成32年における総人口は29,870人 

と見込む。 

  （２）年齢階層別人口  （２）年齢階層別人口 

 （略） 

  老年人口は、近年の高齢化の進展に伴って増加することが予想され、 

平成27年では37.5％が令和7年では42.7％にまで上昇することが想定 

される。 

   （略） 

  老年人口は、近年の高齢化の進展に伴って増加することが予想され、 

平成22年では31.6％が平成32年では40.0％にまで上昇することが想定 

される。 

  （３）就業人口 （３）就業人口 

 （略） 

  このうち第1次産業就業人口は、就業者の高齢化や後継者の不足など 

により令和7年で976人までに減少することが予想される。 

 第2次産業就業人口についても、可住地面積が少ないことなどから特 

に製造業等の事業所の進出が見込まれないため令和7年の就業者が 

2,232人程度になると見込まれる。 

 第3次産業就業人口は、経済社会のソフト化や情報化、サービス化の 

   （略） 

  このうち第1次産業就業人口は、就業者の高齢化や後継者の不足など 

により平成32年で890人までに減少することが予想される。 

 第2次産業就業人口についても、可住地面積が少ないことなどから特 

に製造業等の事業所の進出が見込まれないため平成32年の就業者が 

2,310人程度になると見込まれる。 

 第3次産業就業人口は、経済社会のソフト化や情報化、サービス化の 
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進展により全就業者に占める割合は令和7年には72.8％にまで増加す 

るものと予想され、就業人口は9,856人と想定される。 

進展により全就業者に占める割合は平成32年には76.6％にまで増加す 

るものと予想され、就業人口は10,460人と想定される。 

  ２ 世帯  ２ 世帯 

 世帯については、核家族化の進行や単身世帯の増加などによる世帯人 

員の減少により一世帯当たりの人員は平成27年の2.58人から令和7年に 

は2.32人に減少することが予想される。 

  世帯については、核家族化の進行や単身世帯の増加などによる世帯人 

員の減少により一世帯当たりの人員は平成22年の2.72人から平成32年に 

は2.56人に減少することが予想される。 

７ 人口及び世帯の見通し 人口及び世帯の見通し 

 （単位：人、％） 

区 分 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年 令和7年 

総人口 39,426 38,581 36,627 34,202 31,317 29,557 27,764 

 年少人口 5,900 5,275 4,513 3,617 2,933 2,541 2,340 

 (0～14歳) 15.0 13.7 12.3 10.6 9.4 8.6 8.4 

生産年齢人口 25,325 23,749 21,860 19,765 16,489 14,858 13,576 

 (15～64歳) 64.2 61.6 59.7 57.8 52.7 50.3 48.9 

老年人口 8,200 9,512 10,254 10,795 11,752 12,158 11,848 

 (65歳以上) 20.8 24.7 28.0 31.6 37.5 41.1 42.7 

就業人口 19,624 17,668 16,876 15,264 14,283 14,045 13,547 

 
第1次産業 

2,070 1,618 1,519 1,177 1,225 1,061 976 

10.5 9.2 9.0 7.7 8.6 7.6 7.2 

第2次産業 
4,214 3,574 3,306 2,766 2,496 2,394 2,232 

21.5 20.2 19.6 18.1 17.5 17.0 16.5 

第3次産業 
13,307 12,454 11,941 11,163 9,907 10,152 9,856 

67.8 70.5 70.8 73.1 69.4 72.3 72.8 

一般世帯数 12,450 12,533 12,696 12,567 12,136 12,092 11,986 

１世帯当たり人員 3.11 2.99 2.88 2.72 2.58 2.44 2.32 
 

                                                        （単位：人、％）  

区 分 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 平成32年 

総人口 39,426 38,581 36,627 34,202 31,910 29,870 

 年少人口 5,900 5,275 4,513 3,617 3,020 2,730 

 (0～14歳) 15.0 13.7 12.3 10.6 9.5 9.1 

生産年齢人口 25,325 23,749 21,860 19,765 17,200 15,200 

 (15～64歳) 64.2 61.6 59.7 57.8 53.9 50.9 

老年人口 8,200 9,512 10,254 10,795 11,690 11,940 

 (65歳以上) 20.8 24.7 28.0 31.6 36.6 40.0 

就業人口 19,624 17,668 16,876 15,264 14,320 13,660 

 
第1次産業 

2,070 1,618 1,519 1,177 1,000 890 

10.5 9.2 9.0 7.7 7.0 6.5 

第2次産業 
4,214 3,574 3,306 2,766 2,510 2,310 

21.5 20.2 19.6 18.1 17.5 16.9 

第3次産業 
13,307 12,454 11,941 11,163 10,810 10,460 

67.8 70.5 70.8 73.1 75.5 76.6 

一般世帯数 12,450 12,533 12,696 12,567 12,140 11,670 

１世帯当たり人員 3.11 2.99 2.88 2.72 2.63 2.56 
  

 （注１）総人口及び年齢階層別人口は、平成７年から平成27年の人口動向を

もとに、合併後の新市の施策による影響を考慮し推計した。 

（注１）総人口及び年齢階層別人口は、平成７年から平成22年の人口動向を

もとに、合併後の新市の施策による影響を考慮し推計した。 

  （略）  （略） 

 第４章～第５章 （略） 第４章～第５章 （略） 

14 第６章 新市の施策 第６章 新市の施策 

 （略） （略） 

15  １ 創造力ある人づくり  １ 創造力ある人づくり 

   【基本方向】 （略）   【基本方向】 （略） 

   【施策の方針】   【施策の方針】 
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    （１）～（２） （略） 

   （３）学校教育の充実 

     （略） 

施設の整備については、学校再編の必要性を十分に検討し、施

設の新設、改築を進めるとともに、子どもたちが安心して学習で

きるよう老朽化した校舎や体育館などの補修、改修を推進する。 

   （１）～（２） （略） 

   （３）学校教育の充実 

     （略） 

施設の整備については、学校再編計画に基づく施設の新設、改

築を進めるとともに、子どもたちが安心して学習できるよう老朽

化した校舎や体育館などの補修、改修を推進する。 

    （４）歴史・文化の保存と継承    （４）歴史・文化の保存と継承 

      （略） 

      また、総合会館や郷土資料館など歴史・芸術・文化活動の拠点

となる施設の整備充実を図り、新たな祭りやイベントの開催など

を通じて新市にふさわしい新たな芸術・文化の醸成と発信に取り

組む。 

   （５）～（６） （略） 

     （略） 

       また、総合会館や郷土資料館など   活動の拠点となる施設

の整備充実を図り、新たな祭りやイベントの開催などを通じて新

市にふさわしい新たな  文化の醸成と発信に取り組む。 

 

   （５）～（６） （略） 

16   具体的施策 

 施   策 主 要 事 業 概 要 

地域を担う人づく

りの推進 

伊豆未来塾（仮称）の創設 

生涯学習の推進 図書館ネットワーク化事業、図書及び情報機器の整備、

生涯学習推進計画の策定、公民館講座の推進 

学校教育の充実 学校施設の再編整備、教育内容の充実、幼稚園の整備

充実、遠距離通学対策、学校給食施設の整備、ボラン

ティア学習・体験学習の推進 

歴史文化の保存と

継承 

各種文化事業の推進、史跡・文化財の保護、総合会館

の維持補修、郷土資料館・美術館の整備 

スポーツ・レクリ

エーションの推進 

各種スポーツ大会の開催、スポーツ施設の改修整備 

国際化への対応 国際交流事業の推進、国際理解教育の充実 
 

  具体的施策 

 施   策 主 要 事 業 概 要 

地域を担う人づく

りの推進 

伊豆未来塾（仮称）の創設 

生涯学習の推進 図書館ネットワーク化事業、図書及び情報機器の整備、

生涯学習推進計画の策定、公民館講座の推進 

学校教育の充実 学校施設の再編整備、教育内容の充実、幼稚園の整備

充実、遠距離通学対策、学校給食施設の整備、ボラン

ティア学習・体験学習の推進 

歴史文化の保存と

継承 

各種文化事業の推進、史跡・文化財の保護、総合会館

の維持補修、郷土資料館   の整備 

スポーツ・レクリ

エーションの推進 

各種スポーツ大会の開催、スポーツ施設の改修整備 

国際化への対応 国際交流事業の推進、国際理解教育の充実 
 

   

17  ２ 誰もがいきいき暮らせるまちづくり  ２ 誰もがいきいき暮らせるまちづくり 

 【基本方向】 （略）   【基本方向】 （略） 

 【施策の方針】   【施策の方針】 

  （１）健康づくりの推進    （１）健康づくりの推進 

    （略）      （略） 

 母子保健事業、成人・老人保健事業や各種検診の充実、保健・医     母子保健事業、成人・老人保健事業や各種検診の充実、保健・ 
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療の連携による相談体制を充実するとともに地域医療体制の確保

を図る。 

医療の連携による相談体制を充実する          。 

  （２）～（６） （略）    （２）～（６） （略） 

18   具体的な施策 

 施   策 主 要 事 業 概 要 

健康づくりの推

進 

健康づくり推進事業、住民健診事業、温泉利用健康増進

事業、地域医療体制確保事業 

地域福祉の充実 社会福祉協議会補助、ボランティア教育の充実、総合福

祉センター整備 

高齢者福祉の充

実 

シルバー人材センター補助、在宅介護支援センター事業、

デイサービスセンター整備、生活支援ハウス整備 

障害者福祉の充

実 

障害者医療費助成事業、在宅福祉事業 

少子化対策、子育

て支援の充実 

保育所運営事業、保育所施設の改築・補修、子育て支援

センターの整備充実、放課後児童クラブ事業 
 

  具体的な施策 

 施   策 主 要 事 業 概 要 

健康づくりの推

進 

健康づくり推進事業、住民健診事業、温泉利用健康増進

事業     

地域福祉の充実 社会福祉協議会補助、ボランティア教育の充実、総合福

祉センター整備 

高齢者福祉の充

実 

シルバー人材センター補助、在宅介護支援センター事業、

デイサービスセンター整備、生活支援ハウス整備 

障害者福祉の充

実 

障害者医療費助成事業、在宅福祉事業 

少子化対策、子育

て支援の充実 

保育所運営事業、保育所施設の改築・補修、子育て支援

センターの整備充実、放課後児童クラブ事業 
  

   

19  ３ 住むにも訪れるにも心地よい環境のまちづくり  ３ 住むにも訪れるにも心地よい環境のまちづくり 

   【基本方向】 （略）   【基本方向】 （略） 

   【施策の方針】   【施策の方針】 

    （１） （略）    （１） （略） 

    （２）環境衛生の充実    （２）環境衛生の充実 

      （略）      （略） 

       また、老朽化しているごみ処理施設については恒久的な対策を

講じる必要があり、新たな枠組みの中で、環境に配慮したごみ処

理施設を整備する。 

さらに、リサイクル施設についても老朽化が著しいことから整

備を進める。 

（略） 

      また、老朽化しているごみ処理施設については恒久的な対策 

を講じる必要があり、新たな枠組みの中で、環境に配慮したごみ

処理施設を整備する。 

                             

      

（略） 

    （３）～（６） （略）    （３）～（６） （略） 

20 具体的施策 

 施   策 主 要 事 業 概 要 

自然環境の保全

と活用 

竹林整備事業、花づくり推進事業、水源涵養林保全事業

里山整備事業、遊歩道整備事業、森林ボランティア交流

推進事業 

具体的施策 

 施   策 主 要 事 業 概 要 

自然環境の保全

と活用 

竹林整備事業、花づくり推進事業、水源涵養林保全事業

里山整備事業、遊歩道整備事業、森林ボランティア交流

推進事業 
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環境衛生の充実 ごみ処理施設整備事業、し尿処理施設整備事業、農業集

落排水施設整備事業、合併浄化槽助成事業、特定地域生

活排水処理事業、斎場建設事業、リサイクル施設整備事

業 

上下水道の整備 上水道老朽管整備事業、配水地整備事業、上水道統合整

備事業、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業 

消防・交通安全の

推進、救急体制の

整備 

消防・防災無線統合・更新事業、消防設備の整備、交通

安全施設整備事業、田方南消防署建設事業、土肥支署建

設事業、防災拠点施設整備事業 

公園・広場の整

備、ユニバーサル 

公園整備事業、公共施設バリアフリー化事業 

 

デザインの推進  

住環境の整備 市営住宅の改修・補修、宅地造成事業 
 

環境衛生の充実 ごみ処理施設整備事業、し尿処理施設整備事業、農業集

落排水施設整備事業、合併浄化槽助成事業、特定地域生

活排水処理事業、斎場建設事業       

上下水道の整備 上水道老朽管整備事業、配水地整備事業、上水道統合整

備事業、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業 

消防・交通安全の

推進、救急体制の

整備 

消防・防災無線統合   事業、消防設備の整備、交通

安全施設整備事業、田方南消防署建設事業、土肥支署建

設事業      

公園・広場の整

備、ユニバーサル 

公園整備事業、公共施設バリアフリー化事業 

 

デザインの推進  

住環境の整備 市営住宅の改修・補修、宅地造成事業 
  

   

  ４～６ （略）  ４～６ （略） 

28 第７章 新市における静岡県事業の推進 第７章 新市における静岡県事業の推進 

  １ （略）  １ （略） 

  ２ 新市における静岡県事業 

 施   策 主 要 事 業 概 要 

自然環境の保全

と活用 

新市における自然環境の保全・活用を支援する。 

・海岸環境整備事業（土肥町小土肥地区） 

・生活環境保全林整備事業（天城湯ケ島町本柿木地区） 

農林水産業の振

興 

農林業振興の基盤となる広域的な農林道の整備を推進し

新市における農林業の振興を支援する。 

・中山間総合整備事業の推進（中伊豆やすらぎ地区、修

善寺地区、天城湯ケ島地区） 

・一般農道整備事業（中伊豆・修善寺、土肥中央） 

・林道整備事業（土肥戸田線、達原線、上池線） 

・経営体育成基盤整備事業（土肥南部地区） 

交通基盤の整備 合併後の新市の交通基盤の骨格となる次の国道や主要県

道の整備を推進する。 

・伊豆縦貫自動車道天城北道路アクセス道路整備 

・国道 136 号改良事業 

・県道伊東・西伊豆線整備 

・県道修善寺・天城湯ケ島線整備 

防災基盤の整備 急傾斜地対策や治山事業などを実施し新市における災害

 ２ 新市における静岡県事業 

 施   策 主 要 事 業 概 要 

自然環境の保全

と活用 

新市における自然環境の保全・活用を支援する。 

・海岸環境整備事業（土肥町小土肥地区） 

・生活環境保全林整備事業（天城湯ケ島町本柿木地区） 

農林水産業の振

興 

農林業振興の基盤となる広域的な農林道の整備を推進し

新市における農林業の振興を支援する。 

・中山間総合整備事業の推進（中伊豆やすらぎ地区、修

善寺地区、天城湯ケ島地区） 

・一般農道整備事業（中伊豆・修善寺、土肥中央） 

・林道整備事業（土肥戸田線、達原線、上池線） 

・土地改良総合整備事業（土肥南部地区） 

交通基盤の整備 合併後の新市の交通基盤の骨格となる次の国道や主要県

道の整備を推進する。 

・伊豆縦貫自動車道天城北道路アクセス道路整備 

・国道 136 号改良事業 

・県道伊東・西伊豆線整備 

・県道修善寺・天城湯ケ島線整備 

防災基盤の整備 急傾斜地対策や治山事業などを実施し新市における災害
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防止を支援する。 

・急傾斜地崩壊対策事業（修善寺地区ほか） 

・県営治山事業（天城湯ケ島地区ほか） 

・津波対策事業（土肥町八木沢地区） 
 

防止を支援する。 

・急傾斜地崩壊対策事業（土肥町馬場地区ほか） 

・県営治山事業（天城湯ケ島地区ほか） 

・津波対策事業（土肥町八木沢地区） 
 

   

29 第８章 財政計画 第８章 財政計画 

  別紙のとおり  別紙のとおり 
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33  財政計画の積算にあたって  財政計画の積算にあたって 
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  （略） 

ただし、今後示される地方分権改革の方向を考慮し、必要に応じ見直し

を行うこととする。（平成30年度までの値は実績。令和元年度以降の値は、

過去の実績や最近の傾向を勘案し、再積算した。） 

（略） 

  ただし、今後示される地方分権改革の方向を考慮し、必要に応じ見直し

を行うこととする。（平成25年度までの値は実績。平成26年度以降の値は、

過去の実績や最近の傾向を勘案し、再積算した。） 
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第１款 歳入 

 （１）～（４） （略） 

 （５）繰入金 

年度間の財源を調整するための財政調整基金のほか設置目的に

沿った事業財源として特定目的基金を効率的に活用する。 

 （６） （略） 

第２款 歳出 

 （１）人件費 

制度改正による影響や定年退職予定者と新規採用職員の増減を

勘案し算定した。 

 （２）物件費 

     過去の実績等を基に、制度改正による影響等を勘案し算定した。 

 

 （３）～（４） （略） 

（５）公債費 

 平成 30 年度末までの起債残高と令和元年度以降の新市建設計画事

業等に伴う新たな地方債に係る償還見込額を加えて算定した。 

 （６）積立金 

ふるさと納税による寄附金や地方財政法による基金への積み立

てを見込んだ。 

 （７）繰出金 

国民健康保険特別会計や下水道事業  会計等    への繰出

額を見込んだ。 

 （８） （略） 

 

第１款 歳入 

 （１）～（４） （略） 

 （５）繰入金 

年度間の財源を調整するための財政調整基金      を

効率的に活用する。 

 （６） （略） 

第２款 歳出 

 （１）人件費 

定員管理計画に基づき、定年退職予定者と新規採用職員の増減

を勘案し算定した。 

 （２）物件費 

     過去の実績等により算定し、消費税率の上昇やアウトソーシング

による委託料の増加等を見込んだ。 

 （３）～（４） （略） 

（５）公債費 

平成 25 年度末までの起債残高と平成 26 年度以降の新市建設計画事

業等に伴う新たな地方債に係る償還見込額を加えて算定した。 

（６）積立金 

                 地方財政法による基金への積み立

てを見込んだ。 

 （７）繰出金 

国民健康保険特別会計や下水道事業特別会計等、特別会計への繰

出額を見込んだ。 

 （８） （略） 

 

 


